
（３）  予算措置について 

     国民年金等事務取扱交付金については、平成25年度、市町村の実態に即した費用等を把握することを 

    目的として、総務省、財務省及び厚生労働省の三省合同で実態調査を実施し、その調査結果を26年度予 

  算に反映したところ。27年度予算案においても同様の積算をしている。 

  

※ 26年度補正予算では、国民年金に係る市町村システムの早期の改修による確実・効率的な事務の実施 

  や利用者の利便性の向上を図ることを目的とし、システム改修経費9.1億円を計上。26年度内に支出を完 

   了しなかった分については、27年度に繰越を行う予定。（参考４） 

 国民年金等事務取扱交付金について 

１．国民年金等事務取扱交付金について（参考１） 
（１） 法定受託事務に係る交付金（参考２） 
    基礎年金、老齢福祉年金及び特定障害者に対する特別障害給付金の支給に係る事務の一部は、法定 

   受託事務として市町村が行っている。この法定受託事務に要する費用は、国が交付している。 

 

（２） 協力連携事務に係る交付金（参考３） 
    法定受託事務に付随する事務や相談等については、国と市町村との協力・連携のもとで行っている。こ 

  の協力連携事務に要する費用も、国が交付している。 

     （単位：億円） 

区   分 平成２５年度 平成２６年度 平成２６年度（補正） 平成２７年度（案） 

法定受託事務 ２４４ ２５６ ９．１ ２４３ 

協力連携事務 ５３ ８７ ０ ７４ 

合   計 ２９７ ３４４ ９．１ ３１８ 
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（１）市町村の法定受託事務に対する交付 

○ 基礎年金及び福祉年金、特定障害者に対する特別障害給付金の支給に係る事務 
  の一部は、法定受託事務として市町村が行っている。 
○ 法定受託事務に必要な費用は、国が交付することとされている。 

基礎年金等事務取扱費 

福祉年金事務取扱費 

特別障害給付金事務取扱費 

（２）国民年金事務に係る市町村の協力・連携に対する交付 

○ 法定受託事務に付随する事務や相談等について、地方分権一括法による国民年
金事務の見直しに伴い、国と市町村の協力・連携のもとに実施している。 

○ 協力・連携に必要な経費については、国が交付している。 

 政令において、事務に要する被保険者（受給権者）１人当たりの費用を基準単価として定め、被保険者（受給権者）数を基に交付金総額の算定の考え方を規定。 

 基礎年金等事務費交付金及び福祉年金事務費交付金については、政令において各々人件費に対応する部分及び物件費に対応する部分に分かち、これらの部分の
市町村毎の算定方法を省令において規定 

協力・連携に要する交付金 

◇ 地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）（抄） 
  （地方公共団体が負担する義務を負わない経費） 

第十条の四 専ら国の利害に関係のある事務を行うために要する次に掲げるような経費については、地方公共団体は、その経費を負担する義務を負わない。 
一～六（略） 
七 国民年金、雇用保険及び特別児童扶養手当に要する経費 
八～九（略） 

◇ 国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号）（抄） 
  （事務費の交付） 

第八十六条 政府は、政令の定めるところにより、市町村（特別区を含む。以下同じ。）に対し、市町村長がこの法律又はこの法律に基づく政令の規定によつ
て行う事務の処理に必要な費用を交付する。 

 
 
 

（参考１）国民年金等事務取扱交付金（概要） 
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（参考２） 法定受託事務の主な内容 

事務の内容 根拠条文 

１．被保険者（第２・３号被保険者を除く。）の資格の取得・喪失，種別の変更，氏名・住所の変更等に関
する届出を受理し，その届出に係る事実を審査するとともに，厚生労働大臣に報告すること。 

【国法１２①・１０５，国
令１の２】 

２．任意加入（高齢任意加入を含む。以下同じ。）及び資格喪失の申出を受理し，申出に係る事実を審
査するとともに，厚生労働大臣に報告すること。 

【国法附則５，改正法
附則（平６）１１①⑤・
（平１６）２３，国令１の
２】 

３．任意脱退の承認申請書を受理し，厚生労働大臣に報告すること。 【国法１０，国令１の２】 

４．年金手帳の再交付申請書を受理し，厚生労働大臣に報告すること。 【国令1の２】 

５．保険料の全額，３／４，１／２，１／４の免除，学生納付特例，若年者納付猶予の申請を受理し，申請
に係る事実を審査するとともに，厚生労働大臣に報告すること。 

【国法９０・９０の２・９０
の３・改正法附則（平１
６）１９，国令1の２】 

６．付加保険料納付・辞退の申出または該当・非該当の届出を受理し，申出に係る事実を審査するとと
もに，厚生労働大臣に報告すること。 

【国法８７の２，国令1

の２】 

７．受給権者からの第１号被保険者期間（任意加入期間を含む）のみの老齢基礎年金等の裁定その他
給付に係る申請等を受理し，申請等に係る事実を審査するとともに，厚生労働大臣に報告すること。 

【国法１６，国令1の２】 

８．第１号被保険者（任意加入及び高齢任意加入含む）及び老齢基礎年金を除く受給権者の死亡に関
する届出書を受理し，届出に係る事実を審査すること。 

【国法１０５，国令１の
２】 

注） 市町村が行う事実の審査とは，市町村の保有する公簿（戸籍，住民票，市町村民税課税台帳等）により，住所・氏名・生年月日及び所得の
状況等を確認することをいう。 27 



（参考３） 市町村との協力・連携事務の主な内容 

 市町村との協力・連携について 
 地方分権一括法による国民年金事務の見直しの際に法定受託事務と整理されなかった資格取得時等における保険

料納付案内，口座振替，前納の促進事務や相談等について，被保険者に対するサービス低下を来たさぬよう，国
と市町村との協力・連携のもとに実施している。 

 この協力・連携に必要な費用についても，必要な財政措置を行っている。 

※ （ ）内は，１，７４２市町村（特別区を含む）のうち，当該事項について協力のあった市町村数 

 協力・連携の状況（平成２５年度） 
 １ 資格取得時等における保険料納付案内､口座振替､前納の促進             （１，７３６市町村） 

 ２ 国民健康保険等他の市町村公金と併せた口座振替の促進                  （２０市町村） 

 ３ 保険料納付督励広報記事等の広報誌への掲載                    （１，６０３市町村） 

 ４ 市町村において行われる相談業務                          （１，７２５市町村） 

 ５ 各種情報提供 

  (1) 所得情報の提供（紙）                               （３０７市町村） 

  (2) 所得情報の提供（磁気媒体）                          （１，６０９市町村） 

  (3) ２０歳、３４歳、４４歳到達者の情報提供（外国人）                  （８５０市町村） 

  (4) 電話番号の情報提供                               （１，０５９市町村） 

  (5) 法定受託事務以外の申請書等回付                         （１，２２２市町村） 

  (6) 情報提供に必要なシステム開発                            （２２市町村） 

  (7) 納付書の送達不能等その他情報提供                       （１，２５２市町村） 

 ６ その他地域の実情を踏まえた協力 

  (1) 申請免除該当者への案内状送付                             （４２市町村） 

  (2) 名寄せ特別便に関する記録調査への協力                          （３市町村） 

  (3) 窓口装置を利用したきめ細やかな年金相談                      （１２１市町村） 

  (4) ねんきんネット                                  （９８９市町村） 
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（参考4）平成26年度補正予算の概要 
 国民年金等市町村事務取扱に必要な経費（システム改修） 

 ① 施策の目的 

国民年金に係る市町村システムの早期の改修により、市町村が確実・効率的な事務を行うことを可能とするとともに、利用者の利便性の向
上を図る。 

② 施策の概要 

国民年金保険料免除・納付猶予制度の改正、申請様式の見直し等に対応するための市町村システムの改修に対し交付金を交付する。 
 【事業内容】  
  ①国民年金保険料の免除期間に係る保険料の取扱いの改善に要するシステム改修経費          
 ②国民年金保険料の免除等に係る遡及期間の見直しに要するシステム改修経費              
 ③納付猶予制度対象者拡大に要するシステム改修経費                              
 ④免除申請様式及び学生納付特例申請様式の見直し等に要するシステム改修経費 

③ 施策のスキーム、実施要件（対象、補助率等）、成果イメージ等 

国民年金法等の法令改正・様式改正 

市町村の国民年金システムの改修 

免除の遡及適用に伴うシステムの改修（所得年度の遡及や連帯納付義
務者の確認など）、納付猶予対象者の判定条件変更、様式見直しに対
応した出力機能の改修など 

制度改正等に対応したシステムの早期改修により、手作業による事務の
非効率性を改善し、市町村事務を確実・効率的に行うとともに、利用者の
利便性の向上を図る。 

市町村 

交付金 

（負担率) 
 10/10 

国 
（年金特別 

会計） 

【事業スキーム】 
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年金生活者支援給付金の施行に向けた取組について 

○ 年金生活者支援給付金の施行に向けては、これまで、平成27年10月施行に向けた準備を市町

村等にお願いしてきたところであり、システム開発についても、原則として今年度中に対応い

ただくこととしている。 
 
 ※ 平成26年12月～平成27年１月には、全国で市町村説明会を実施。 
 

○ 一方、平成27年１月14日に閣議決定された27年度予算案においては、年金生活者支援給付金

の支給を27年度から実施するための所要の経費を計上しておらず、政府としては、これらの実

施を平成29年４月に延期するとの方針を示したところ。 
 
 ※ 延期に当たっては法律改正が必要。 
 

○ 施行延期後のスケジュールについては、現時点において、別添１を予定。 
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別添１ 

６
月
支
払
い

（
原
則

）

平成２８年度

4
月
施
行

関
係
政
省
令
の
公
布

市
町
村

、
機
構

に
お
け
る
請
求

受
付
開
始

「年金生活者支援給付金の支給に関する法律」の施行に向けたスケジュール案
（現時点での粗いイメージ）

平成２９年度平成２６年度 平成２７年度

平成29年度予算要求政省令案等の検討、

法定受託事務に係る事務処理要領の作成等

システム開発

所得情報等情報交換のための接続テスト

（機構・市町村・国保連）

広報

夏～秋
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○ 所得の額が一定の基準（※）を下回る老齢基礎年金の受給者に、老齢年金生活者支援給付金（国民年金の 
保険料納付済期間及び保険料免除期間を基礎）を支給する。→ 対象者：約500万人 

   ①基準額（月額5千円）に納付済期間（月数）/480を乗じて得た額の給付 
   ②免除期間に対応して老齢基礎年金の1/6相当を基本とする給付 
  （※）住民税が家族全員非課税で、前年の年金収入＋その他所得の合計額が老齢基礎年金満額以下であること（政令事項）  
○ 所得の逆転を生じさせないよう、上記の所得基準を上回る一定範囲の者に、上記①に準じる補足的老齢年金

生活者支援給付金（国民年金の保険料納付済期間を基礎）を支給する。 
  → 対象者：約100万人    
○ 一定の障害基礎年金又は遺族基礎年金の受給者に、障害年金生活者支援給付金又は遺族年金生活者支援  

給付金を支給する。（支給額：月額5千円(1級の障害基礎年金受給者は、月額6.25千円)） 
  → 対象者：約190万人  
○ 年金生活者支援給付金の支払事務は日本年金機構に委任することとし、年金と同様に２ヶ月毎に支給する。 

年金生活者支援給付金の支給に関する法律（平成24年法律第102号） 

１．法律の概要 
 

社会保障の安定財源等を図る税制の抜本改革を行うため
の消費税法の一部を改正する等の法律附則第１条第２号
に掲げる規定の施行の日から施行する。 

補足的給付金 

（年金収入＋その他
所得の合計） 

月5000円×         を支給 納付済月数 

  ４８０ 

基礎年金満額  

イメージ図 

 補足的給付金の支給範囲 

３．市町村における事務 

・厚生労働大臣に対する給付金支給候補者の所得情報等の
提供 

・第1号被保険者期間のみを有する者等の認定請求の受理
（政令で規定する予定）       等 

別添２ 

２．施行期日 ：平成29年4月1日（予定） 
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年金生活者支援給付金に係る所得把握のイメージ（案）～日本年金機構・市町村間の所得情報の連携～ 

従来の特別徴収対象者の情報に
加え、給付金支給候補者の情報
を回付。 

【候補者の抽出】 
・老齢基礎年金受給者のうち、 
 給付金の候補者 
・障害・遺族基礎年金受給者 
 の給付金の候補者 
 

受給権者 
ＤＢ 

日 本 年 金 機 構 本 部 経 由 機 関 市 町 村 

介護保険料等級の決定 

特別徴収額の決定 

情報の収録 

国保 
中央会 

国
保
連
合
会
に
振
分 

国保 
連合会 

市
町
村
に
振
分 

市町村コード 

生年月日等 

特別徴収額 

＋ 公的年金等収入・ 
その他合計所得金額 

世帯非課税情報 

<介護保険特別徴収情報> 

追
加 

国保 
中央会 

国
保
連
合
会
か
ら
の 

情
報
を
一
本
化 

国保 
連合会 

市
町
村
に
振
分 

国保 
連合会 

市
町
村
に
振
分 

国保 
連合会 

市
町
村
に
振
分 

国保 
連合会 

市
町
村
に
振
分 
国保 

連合会 

市
町
村
に
振
分 

国保 
連合会 

市
町
村
に
振
分 

国保 
連合会 

市
町
村
か
ら
の 

情
報
を
一
本
化 

【対象者判定】 

<老齢年金給付金> 
・世帯非課税であり、公的年金 
 等収入＋その他所得金額が７ 
 ７万円以下 

＜補足的老齢年金給付金＞ 
・世帯非課税であり公的年金等 
 収入＋その他所得金額が８７ 
 万円以下 

<障害・遺族年金給付金> 
・20歳前障害基礎年金と同様の 
 所得基準 

 

受給権者 
ＤＢ 

既
存 

※ 介護保険料の特別徴収対象外者（年金額
が１８万円未満等）についても、媒体を分け
る等の区分をして情報を回付 

<所得等情報> 

※ 年金給付だけで所得基準額を超えてる者
は回付しない等、給付金の候補者は可能な限
り絞る。 

市町村コード 

生年月日等 

※ 年金生活者支援給付金の支給に関する法律において、市区町村が所得情報等を提供するために必要な法整備は措置されている。 

＋ 所得情報 

扶養親族等の数 

別添３ 
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